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研究要旨 

学校における摂食障害の現状や対応方法などを明らかにし、摂食障害の早期発見・介入体

制の課題や方向性を探るために、二回のアンケート調査を実施した。 

第一回調査は、養護教諭を対象とした「摂食障害の早期発見･早期支援に関するアンケー

ト」である。その結果では、患児は高校に多く、大都市に多い傾向がみられ、経験年数が多

い養護教諭が状況を認知して対応していることが分かった。また、高校には治療的援助シス

テムの充実が必要であり、小中学の教諭や経験が少ない養護教諭に対しては、さらに知識啓

発することが発症予防のためにも重要であることが分かった。患児への対応がうまくいかな

かった理由としては、患児や保護者との関係においては「コミュニケーションが困難」、教

員同士の関係では「知識不足」、専門機関との関係では「紹介先が不明」が多く、分かりや

すい対応マニュアルや専門家リストの作成が求められていた。摂食障害の早期発見･早期支

援のための具体的サポートとしては、小中学には早期発見方法を啓発すること、高校にはコ

ンサルテーションなど各校に適した援助が必要と考えられた。 

第二回調査は、学校における摂食障害の早期発見・介入体制の明確化をめざし、その取り

組み方を検討し、現場に役立つ資料作成などを行う際の留意点を探る目的で、保護者を対象

として実施したアンケート調査である。同時に、保護者と教師との比較検討も行った。その

結果、子どもの摂食障害やダイエットの弊害など、早期発見するための知識はまだまだ十分

でないと思われた。摂食障害の早期対応の知識も保護者・教師共に十分ではなかった。ま

た、子どもの体重測定の結果は、早期発見の指針になりにくいかもしれないなど、従来の観

念を再検討する必要性も示唆された。なかでも、教師向けの『摂食障害の対応マニュアル』

の配布は「不必要」が 64.9％を占めており、保護者向けの「摂食障害の対応マニュアル」の

配布に関しても「必要」と「不必要」が半々であり、予想値を下回ったことに留意を要す

る。同様に、医療との連携についても「不必要」が 51.4％であり、予想を大きく下回った。

今後の啓発や予防活動を行うには、学校現場の多忙さなどを十分に考慮して、実行可能な方

法を編みだす必要がであり、発信者である医療者と学校現場とにズレが生じないよう細やか

な配慮が肝要だと思われた。 



 

 

Ａ．研究目的 

Ⅰ．第一回調査 

学校における摂食障害の現状、養護教諭の

対応方法とその問題点などを明らかにし、

摂食障害の早期発見・介入体制の明確化お

よび予防的対応の課題や方向性を探ること

を目的とした。 

Ⅱ．第二回調査 

従来から、子どもに向けた「摂食障害の予 

防教育」の重要性が言われているが、発症予防

のためには、子どもの保護者への啓発が先ず

求められるところである。しかし、保護者を対

象とした調査はまだ少なく、その実態は明ら

かでない。本研究では、保護者調査を行って、

摂食障害への理解度やニーズを捉えることを

目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

Ⅰ．第一回調査 

養護教諭を対象として「摂食障害の早期発

見･早期支援に関するアンケート調査」を実

施。大阪府は 2014 年 10 月に大阪府学校保

健会養護教諭部会合同研修会にて調査。対

象者は 558名、回収数 442部。回収率 79.2％。

兵庫県は、2014 年 12 月に兵庫県私学養護

教諭研究会で 78 部配布。47 部を郵送で回

収。回収率 60.3%。両調査で計 489 部、有

効回答率 100%。 

（倫理面への配慮）：アンケート用紙に調査

主旨を記載し、会場でも口頭説明した。内容

には「アンケートは無記名であり個人情報

に触れることなく統計処理をすること、得

られた結果は後日公表する」などを含む。 

Ⅱ．第二回調査 

児童生徒の保護者を対象として摂食障害に関

するアンケート調査を 2015 年 12 月にＰＴＡ

協議会総会にて実施。保護者と教師との差異

もχ２検定で検討した。回収数：221。有効回

答数：185（保護者 83％、教師 17％）。有効回

答率：83.7％。 

（倫理面への配慮）：アンケート実施の主旨・

内容を、集会主催団体に口頭や書類にて説明

し、実施の了解を得た。回答者には口頭及び書

面にてアンケートの主旨や、個人情報に触れ

ずに統計処理することなどを説明し、無記名

で回答を求めた。 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ．第一回調査 

大阪府・兵庫県の両方を併せて「小中高別」、

「学校の立地条件別」、「養護教諭としての

経験年数別」の解析を行った。兵庫は私学、

大阪は公立が対象であり、母集団構成や人

数が違うため、地域別の比較検討は行わな

かった。検定は、Kruskal-WallisのH検定、

Tukey 型多重比較、Spearman の順位相関

係数 rs=-0.18、χ2 乗検定、Bonferroni 型多

重比較を用いた。 

以下に、有意差があった項目を中心に示す。 

１．摂食障害認知度 

ＡＮ：小中高間で有意差あり。高校 82%が

小学 69％よりも「知っている」が多い。Ｂ

Ｎ：高校 79%が小学校 64％よりも「知って

いる」が多い。ＢＥＤ：小中高で有意差あり。

高校 66%が小学 54％よりも「知っている」

が多い。「経験年数が多いほどＡＮ・ＢＮ・

ＢＥＤについてよく知っている」傾向あり。 

２．罹病生徒の有無 

ＡＮ：小学より中学が、小学よりも高校が

「いた」が多い。「地方町村」より「大都市」

に「いた」が多い。ＢＮ・ＢＥＤ：小学より

中学が、中学より高校が「いた」が多い。Ｂ



Ｎは「地方町村」より「大都市」に「いた」

が多く、「地方町村」よりも「地方中小都市」

に「いた」が多い。経験比較では、ＡＮ：経

験年間で有意差あり、「21 年以上」「11～

20 年」が「1～5 年」より「いた」が多い。

「21 年以上」が「6～10 年」より「いた」

が多い。ＢＮ・ＢＥＤ：「21 年以上」が「1

～5 年」より「いた」が多い。「経験年数が

多いほど摂食障害の生徒がいたと認識して

いる」傾向。 

３．罹病生徒の数 

ＡＮ：小中高間で有意差あり。小学よりも高

校、中学よりも高校が多い。ＢＮ・ＢＥＤ：

小中高間で有意差なし。 

４．罹病生徒への対応経験 

ＡＮ：小学と高校、小学と中学に有意差あり、

高校が多い。ＢＮ・ＢＥＤ：小学よりも高校、

中学よりも高校が多い。経験比較では、Ａ

Ｎ：「21 年以上」「11～20 年」「6～10 年」

が「1～5 年」より対応経験が多い。ＢＮ：

「21 年以上」が「1～5 年」より多い。ＢＥ

Ｄ：「21 年以上」が「1～5 年」「6～10 年」

より対応経験が多い。立地比較では、ＢＮ：

立地条件で有意差あり、地方町村よりも大

都市の方が対応経験が多い。 

５．対応の自己評価 

小中高間で有意差なし。経験比較では、Ａ

Ｎ：「21 年以上」が「6～10 年」より自己

評価が高く、「6～10 年」が「1～5 年」よ

り高い。ＢＮ：「21 年以上」が「11～20 年」

より自己評価が高い。対応の自己評価と教

諭経験年数を順位相関分析すると、ＢＮの

み有意で「経験年数が多いほど神経性過食

症の対応の自己評価は高い」傾向。 

６．対応がうまくいかなかった理由 

本人や保護者との関係では「コミュニケー

ションが困難」、教員同士の関係では「知識

不足」、専門機関との関係では「紹介先が不

明」が多い。他の比較では有意差なし。 

７．現在、罹病生徒への対応 

小中高間は有意差なし。経験年数「21 年以

上」が「1～5 年」、「11～20 年」より「困

難でない」と感じている。「経験年数が少な

いほど摂食障害生徒への対応が困難と感じ

る」傾向。 

８．早期発見と早期対応の方法 

｛早期発見｝体重測定：中学よりも小学、高

校よりも小学が「できている」。保護者への

啓発：有意差なし。疾病教育：小学校よりも

高校ができている。教員への啓発：小学より

も中学、小学よりも高校ができている。早期

発見と経験比較では、体重測定、保護者への

啓発、児童への疾病教育、教員への啓発に有

意差があり、「21 年以上」が「1～5 年」「11

～20 年」より「できている」と感じている。

「経験年数が多いほど患児の早期発見がで

きていると感じている」傾向。 

｛早期対応｝本人に説明：小学よりも高校、

中学よりも高校ができている。保護者に説

明：小学よりも高校ができている。医療相談

機関に紹介：小学よりも高校ができている。

医療相談機関と連携：有意差なし。SC や校

医に相談：小学よりも中学、小学よりも高校

ができている。経験比較すると、本人に説

明：「21 年以上」が「1～5 年」「6～10 年」

より対応できていると感じ、「11～20 年」

が「1～5年」よりできていると感じている。 

保護者に説明：「21 年以上」が「1～5 年」、

「6～10 年」よりできていると感じ、「11

～20 年」が「1～5 年」「6～10 年」よりで

きていると感じている。医療相談機関に紹

介：「21 年以上」が「1～5 年」「6～10 年」

よりできていると感じ、「11～20 年」が「1

～5 年」よりできていると感じている。 



医療相談機関と連携：「21 年以上」が「1～

5 年」「6～10 年」よりできていると感じて

いた。SC や校医に相談：「21 年以上」が

「1～5 年」「11～20 年」よりできていると 

感じ、「6～10 年」が「1～5 年」よりでき

ていると感じている。早期対応と経験年数

について順位相関分析を行なうと、本人に

説明、保護者に説明、医療相談機関に紹介、

医療相談機関と連携、SC や校医に相談で有

意差。この結果から、「経験年数が多いほど

患児の早期対応が良くできていると感じて

いる」といえる傾向。 

９．早期発見・早期対応に必要なこと 

医療相談機関のリスト：中学と高校が小学

よりも必要としている。「教諭経験年数が少

ないほど、必要と感じる」傾向。医療相談機

関の連携指針：高校が小学校よりも必要。教

員への啓発指導：高校が小学校よりも必要。

「21 年以上」が「1～5 年」より必要と感じ

る傾向。学校でのマニュアル配布・医療相談

機関の連携指針：「21 年以上」が「6～10

年」より必要と感じている。 

10．相談できる専門機関や専門家の有無 

「まったくない、ほとんどない」が合わせて

61～70％を占める。経験比較では、「21 年

以上」が「1～5 年」より「ある」と答え、

「経験年数が多いほど、相談できる医療相

談機関や専門家がいる」傾向。立地比較では、

「大都市」が「地方中小都市」よりも「相談

できる専門家がいる」傾向がみられた。 

Ⅱ．第二回調査 

以下には、全体（185 名）におけるパーセント 

数と、保護者と教師の有意差検定について示

す。 

①摂食障害について知っていますか： 

よく知っている 15.1％、まあまあ知っている

66.5％、あまり知らない 16.8％、ほとんど知

らない 1.6％。χ2(3)=6.43, n.s 

②一般的なダイエットの弊害について知って

いますか： 

よく知っている 10.3％、まあまあ知っている

63.2％、あまり知らない 24.3％、ほとんど知

らない 2.2％。χ2(3)=7.04, n.s 

③あなたはダイエットをしていますか： 

熱心にしている 1.6％、まあまあしている

19.5％、あまりしていない 38.9％、ほとんど

していない 40.0％。χ2(3)=6.20, n.s 

④ダイエットをしている方は、その目的： 

肥満を改善する治療 11.3％、美容的な目的

6.5％、健康的な目的 23.8％、その他 2.2％、

不回答 55.1％。χ2(3)=2.39, n.s 

⑤周囲にダイエットをしている子どもはいま

すか： 

いる 19.5％、いない 56.2％、不明 24.3％。

対象者の 

年齢 人数 ％ 
 

20 代 2 1.1 

30 代 7 3.8 

40 代 90 48.6 

50 代～ 86 46.5 

合計 185 100.0 

対象者の立場 人数 ％ 
 

保護者 154 83.2 

教師 31 16.8 

合計 185 100.0 

対象者の性別 人数 ％ 
 

男性 42 22.7 

女性 142 76.8 

合計 184 99.5 
 

欠損値 1 .5 

合計 185 100.0 



χ2(3)=1.96, n.s 

⑥周囲にダイエットで異常に痩せている子ど

もはいますか： 

いる 8.1％、いない 83.2％、不明 8.6％ 

χ2(3)=3.37, n.s 

⑦周囲に摂食障害と診断された子どもがいま

すか： 

いる 8.6％、いない 76.8％、不明 14.6％ 

χ2(3)=10.47, ｐ＜0.5 

⑧子どもが極端なダイエットを続けた場合ど

のような症状が出るか： 

よく知っている 11.4％、まあまあ知っている

45.4％、あまり知らない 38.4％、ほとんど知

らない 4.9％。χ2(3)=7.13, n.s 

⑨子どもが病的なダイエットをしていないか

を早期に見分ける方法： 

よく知っている 1.1％、まあまあ知っている

17.3％、あまり知らない 56.8％、ほとんど知

らない 24.9％。χ2(3)=4.46, n.s 

⑩子どもが拒食症や過食症になっていないか

を見分ける方法： 

よく知っている 1.6％、まあまあ知っている

16.8％、あまり知らない 55.1％、ほとんど知

らない 26.5％。χ2(3)=2.06, n.s 

⑪子どもが摂食障害になった時どのような症

状が出るか： 

よく知っている 3.2％、まあまあ知っている

31.4％、あまり知らない 45.9％、ほとんど知

らない 19.5％。χ2(3)=11.85, ｐ＜0.5 

⑫子どもが摂食障害になった時どこに相談す

ればよいか： 

よく知っている 2.2％、まあまあ知っている

16.8％、あまり知らない 34.6％、ほとんど知

らない 46.5％。χ2(3)=19.79, ｐ＜0.5 

⑬子どもが摂食障害になった時どう対応すれ

ばよいか： 

よく知っている 0.5％、まあまあ知っている

18.9％、あまり知らない 49.2％、ほとんど知

らない 31.4％。χ2(3)=26.16, ｐ＜0.5 

⑭子どもに向けて学校でダイエットや摂食障

害についての保健教育が必要か： 

そう思う 47.6％、やや思う 45.9％、あまり思

わない 5.9％、ほとんど思わない 0.5％ 

χ2(3)=0.72, n.s 

⑮保護者に向けて学校でダイエットや摂食障

害についての啓発が必要か： 

そう思う 39.5％、やや思う 51.9％、あまり思

わない 8.6％。 χ2(3)=0.28, n.s 

⑯学校の先生がダイエットや摂食障害につい

ての理解を深める必要がある： 

そう思う 47.0％、やや思う 47.6％、あまり思

わない 5.4％。χ2(3)=11.57, ｐ＜0.5 

⑰学校で行われる体重測定の結果を見ていま

すか： 

よく見ている 22.7％ まあまあ見ている

42.2％、あまり見ていない 25.4％、まったく

見ていない 9.7％。χ2(3)=1.94, n.s 

⑱相談できる医療機関や相談機関が分かるよ

うにする必要： 

必要 73.0％、不必要 27．0。χ2(3)=0.03, n.s 

⑲教師向けの「摂食障害の対応マニュアル」を

配布する必要： 

必要 35.1％、不必要 64.9。χ2(3)=14.11, ｐ＜

0.5 

⑳保護者向けの「摂食障害の対応マニュアル」

を配布する必要： 

必要 53.0％、不必要 47.0％。χ2(3)=0.05, n.s 

○21 学校と医療や相談機関の連携を強める必

要： 

必要 48.6％、不必要 51.4％。χ2(3)=5.43, ｐ＜

0.5 

 

Ｄ．考察と結論 

Ⅰ．第一回調査 



研究結果についてまとめ、⇒に結論や方向

性を示す。 

①摂食障害の知識は、高校の養護教諭・経験

年数が多い養護教諭ほどよく知っている⇒

小中学の教諭や、経験が少ない教諭に知識

啓発することが、発症予防のためにも重要。 

②患児は高校に多く、大都市に多い⇒とく

に大都市の高校に、治療介入システムを充

実させること。養護教諭の経験年数が多い

ほど摂食障害の生徒がいたと認識している

⇒経験が少ない教諭に早期発見方法を伝え

る必要がある。 

③患児の数は、ＡＮは高校が多いが、ＢＮ・

ＢＥＤは小中高で差がない⇒高校でのＡＮ

対策が必要。 

④患児への対応経験は高校が多い。経験年

数が多いほど対応経験が多い。ＢＮは、大都

市の方が対応経験が多い⇒高校でのＢＮ対

策支援が必要。 

⑤対応の自己評価は、小中高で有意差なし。

対応の自己評価と養護教諭経験年数はＢＮ

のみ有意で、経験年数が多いほど神経性過

食症の対応の自己評価は高い傾向にある⇒

経験が少ない教諭にＢＮ対応法を伝える必

要がある。 

⑥対応がうまくいかなかった理由は、患児

や保護者との関係では「コミュニケーショ

ンが困難」、教員同士の関係では「知識不足」、

専門機関との関係では「紹介先が不明」が多

い⇒患児や保護者に対する面接法を伝え、

教員への知識啓発を増やし、専門家リスト

を作成する。 

⑦現在の患児への対応は、経験年数が少な

いほど摂食障害生徒への対応が困難⇒分か

りやすい対応マニュアルを作成。 

⑧早期発見の方法は、「体重測定」は小学が

よくできている。「保護者への啓発」は有意

差なし。「疾病教育」は高校ができている。

「教員への啓発」は高校ができている。教諭

経験年数が多いほど患児の早期発見ができ

ていると感じている。 

現在の早期対応方法は、「本人に説明」「保護

者に説明」「医療相談機関に紹介」「SC や校

医に相談」は高校がよくできている。教諭経

験年数が多いほど患児の早期対応がよくで

きていると感じている⇒小中学に早期発見

方法を啓発し、高校には各校に適した具体

的援助を行う。 

⑨早期発見・早期対応に必要なことは、「医

療相談機関のリスト」を中学と高校が必要

としている。経験年数が少ないほど医療相

談機関のリストが必要と感じている。「医療

相談機関の連携指針」「教員への啓発指導」

も高校が必要。「学校でのマニュアル配布」

「医療相談機関の連携指針」は経験年数が

多いほど必要と感じている⇒リストやマニ

ュアルはまだまだ必要とされている。 

⑩相談できる専門機関や専門家の有無は、

「まったくない、ほとんどない」が合わせて

61～70％を占めている。経験年数が多いほ

ど「相談できる医療相談機関や専門家がい

る」傾向。相談できる専門家は、「大都市」

が「地方中小都市」よりも「いる」傾向。教

諭経験年数が多いほど、相談できる医療相

談機関や専門家がいる傾向⇒専門機関や専

門家と連携できるように、コンサルテーシ

ョンするなど実際的にサポートする必要が

ある。 

今後は、本研究の結果分析をいかして、学校

での課題解決を目指し、早期対応や予防法、

介入方法の手段を具体的に検討する予定で

ある。 

Ⅱ．第二回調査 

①子どもの摂食障害やダイエットの弊害につ



いての知識は、まだまだ十分でないと思われ

る：「摂食障害について知っていますか」「ダイ

エットの弊害について知っていますか」とい

う質問に関しては、「よく～まあまあ知ってい

る」が７～８割程度である。ただし、保護者と

教師に有意差が見られず、これは保護者が教

師なみの知識を持っているということではな

い。後の結果でも分かるように、教師は「教師

がダイエットや摂食障害についての理解を深

める必要がある」と保護者より多く感じてい

るのであり、保護者も教師も、あくまでも一般

的な知識に終わっていると考えられる。 

②摂食障害の子どもを発見するのは教師のほ

うが多い。 

③ダイエットの段階において早期発見するた

めの知識は、保護者・教師共に十分ではない：

「子どもの極端なダイエット症状」について

の知識は「あまり～ほとんど知らない」が

43.3％であり、同様に「子どもが病的なダイエ

ットをしていないかを早期に見分ける方法」

も「あまり～ほとんど知らない」が 81.7％で

ある。「子どもが拒食症や過食症になっていな

いかを見分ける方法」も、「あまり～ほとんど

知らない」が 81,6％である。 

④子どもの摂食障害の早期対応の知識は、保

護者・教師共に不十分であるが、教師のほうが

多く知っている：「子どもが摂食障害になった

時どのような症状が出るか」は「よく～まあま

あ知っている」が 34.6％に止まっている。同

様に「子どもが摂食障害になった時どう対応

すればよいか」も、「よく～まあまあ知ってい

る」19.48％にすぎず、「子どもが摂食障害にな

った時どこに相談すればよいか」は「よく～ま

あまあ知っている」が 19.0％にすぎない。た

だ、教師のほうが早期対応の知識を有する人

が多い。 

⑤子どもの体重測定の結果は、早期発見の指

針になりにくいかもしれない：「学校で行われ

る体重測定の結果を見ているか」に関しては、

「あまり～まったく見ていない」が 35.1％あ

り、早期発見のツールとして重視しすぎると

危険かもしれない。 

③学校で子どもへの保健教育は、大半が必要

と考えている：「子どもに向けて学校でダイエ

ットや摂食障害についての保健教育が必要か」

は「そう～やや思う」が 93.5％であり、予防

教育や啓発の必要性を感じている。 

④教師の理解を深めることは、大半が必要と

考え、とくに教師の方が多く感じている：「学

校の先生がダイエットや摂食障害についての

理解を深める必要がある」は「そう～やや思う」

が 94.0％であった。しかし、「教師向けの『摂

食障害の対応マニュアル』を配布する必要が

ある」は「不必要」が 64.9 であった。両質問

ともに教師のニーズのほうが多いが、とくに

マニュアルへの要望が低いことに留意しなけ

ればならないと思われる。 

⑤学校での保護者に向けての啓発については、

必要とされているが、保護者向けの「摂食障害

の対応マニュアル」を配布することへの要望

は多くなかった：「保護者に向けて学校でダイ

エットや摂食障害についての啓発が必要か」

は「そう～やや思う」が 91.4％であった。し

かし、マニュアルに関しては「必要」と「不必

要」が半々であり、予想値を下回ったことに留

意を要する。 

⑥相談機関の明確化は必要とされているが、

連携についてはあまり求められていなかった。

摂食障害は医療に任せようとする傾向がある

のかもしれない：「医療機関や相談機関が分か

るようにする必要」は「必要」が 73.0％であ

ったが、「学校と医療や相談機関の連携を強め

る必要」は「不必要」が 51.4％であった。調査

前は、連携が当然必要だと考えていたが、結果



が予想を大きく下回ったことに留意しまけれ

ばならない。学校現場の多忙さなどを考慮し

て、実行可能な方法を編みだす必要があると

思われる。 

⇒以上の結果まとめから得られた結論と方向

性 

保護者においては、摂食障害への理解度がま

だ十分でなく、危険性の実感が伴っていない

と考えられる。しかし、教師との意識のズレや、

予想値を下回る結果もあり、早期発見や早期

対応を進める際には発信者である専門家と保

護者や学校現場との認識のズレが生じないよ

うに、細やかな配慮を要すると思われた。 

摂食障害の社会的理解の促進を行政的に展開

したり、発症予防の教育を促進するためには、

子どもの保護者の理解度やニーズを踏まえる

ことが重要であるが、本調査では、摂食障害に

関する啓発活動において留意すべき保護者の

傾向を捉えることができた。教師との差も把

握することができ、パンフレットなどの作製

に際して参考になると思われる。また、本研究

は、現在まであまり行われなかった保護者調

査の一歩になると思われる。 
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